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   議会案第６号 地方バス補助の上限引き下げに反対する意見書    

 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１４条第１項の規定により提出し

ます。 

 



地方バス補助の上限引き下げに反対する意見書 

 

国土交通省は、一定の運行回数や輸送実績があり、複数の市町村を走

る路線を支援する「地域間幹線系統確保維持費」について、現在、運行

経費の４５％を上限に国と地元自治体が２分の１ずつ支援しているが、

この上限を４０％に引き下げる案を検討している。そして、収益性の高

い路線運営の推進や補助金依存からの脱却を促すため、上限引き下げに

よる補助金の余剰分を利用促進に取り組み増収となった事業者に対し、

補助額の増額などの支援をする仕組みにすると言われている。 

しかし、人口減少に伴い利用者が減少する中で、増収や収益改善は困

難であり、結果として国の補助が減れば、事業者や市町村の負担が増え

ることとなる。補助の割合が高い事業者にとって大きな影響を及ぼすこ

とは必至であり、また、国と同様に財政状況が厳しい各自治体おいても

その肩代わりをすることとなり、地元負担の増加が懸念される。 

乗客の少ない赤字路線であっても、利用する高齢者や学生を初め交通

弱者にとっては、なくてはならない生活の足となっている。地方バスへ

の補助の最大の目的は、住民の生活を守ることであり、平成１４年に乗

合バスの規制緩和がされてからも、従前の路線が一定程度維持・確保さ

れてきたことについては、この補助制度の存在が大きいと言える。 

安易な補助の引き下げは、路線の縮小や撤退が進行するとともに、地

方の公共交通の維持・確保に重大な影響を生じさせ、さらに、交通政策

基本法第１６条以降の「日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保その

他必要な施策並びに高齢者、障害者及び妊産婦その他の者が円滑に移動

するための施策などの国民の日常生活又は社会生活における交通に対す

る基本的な需要が適切に充足されるようにするために必要な施策を講ず

る」とする同法の趣旨に相違することになりかねない。あわせて、地方

の疲弊を助長し、「地方創生」に逆行することが懸念される。 

よって、本市議会は、国及び政府関係機関に対し、下記事項について

強く要望する。 

記 

１ 交通弱者の生活の足を奪い、地域の切り捨てにつながりかねない地

方バス補助の上限引き下げを行わないこと。 

２ 交通政策基本法第１３条「政府は、交通に関する施策を実施するた

め必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならな

い」とする趣旨を踏まえ、地域公共交通の維持・確保のための予算の



充実を図ること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２９年６月１５日 
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